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(57)【要約】
【課題】いわゆる超臨界サイクルを行う冷凍装置におい
て、圧縮機の発停回数を削減して冷凍装置の運転効率を
向上させる。
【解決手段】冷凍装置からなる空調機（10）には、主コ
ントローラ（60）と副コントローラ（70a,70b）が設け
られる。主コントローラ（60）の圧縮機制御部は、圧縮
機（31）の運転容量を調節し、空調機（10）の能力が負
荷に対して過剰になると圧縮機（31）を停止させる。圧
縮機制御部による圧縮機（31）の発停の頻度が高くなる
と、主コントローラ（60）の過熱度目標値変更部が過熱
度目標値を強制的に引き上げる。その後、冷房運転中で
あれば、副コントローラ（70a,70b）が、引き上げられ
た過熱度目標値を用いて室内膨張弁（42,47）の開度を
調節する。また、暖房運転中であれば、主コントローラ
（60）が、引き上げられた過熱度目標値を用いて室外膨
張弁（34）の開度を調節する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　圧縮機（31）、膨張機構（34,42,47）、熱源側熱交換器（33）、及び利用側熱交換器（
41,46）が接続され、高圧が冷媒の臨界圧力よりも高い値に設定された冷凍サイクルを行
う冷媒回路（20）と、
　上記圧縮機（31）及び上記膨張機構（34,42,47）の制御を行う制御手段（80）とを備え
る冷凍装置であって、
　上記制御手段（80）は、
　　上記冷媒回路（20）で行われる冷凍サイクルの動作状態を示す物理量が制御目標値と
なるように、上記圧縮機（31）の容量を調節する容量制御動作と、
　　上記熱源側熱交換器（33）及び上記利用側熱交換器（41,46）のうち蒸発器として動
作する方から上記圧縮機（31）へ向かう冷媒の過熱度が過熱度目標値となるように、上記
膨張機構（34,42,47）を通過する冷媒の流量を調節する流量制御動作と、
　　上記容量制御動作によって上記圧縮機（31）が停止させられたときは、上記過熱度目
標値を強制的に引き上げる過熱度目標値変更動作とを行うように構成されている
ことを特徴とする冷凍装置。
【請求項２】
　圧縮機（31）、膨張機構（34,42,47）、熱源側熱交換器（33）、及び利用側熱交換器（
41,46）が接続され、高圧が冷媒の臨界圧力よりも高い値に設定された冷凍サイクルを行
う冷媒回路（20）と、
　上記圧縮機（31）の制御を行う制御手段（80）とを備え、
　上記熱源側熱交換器（33）がガスクーラとして動作して上記利用側熱交換器（41,46）
が蒸発器として動作する冷却運転を少なくとも行う冷凍装置であって、
　上記制御手段（80）は、
　　上記利用側熱交換器（41,46）での冷媒の蒸発温度または上記冷媒回路（20）で行わ
れる冷凍サイクルの低圧を制御パラメータとし、該制御パラメータが制御目標値となるよ
うに上記圧縮機（31）の容量を調節する容量制御動作と、
　　上記圧縮機（31）の起動から所定時間が経過した後に上記制御目標値が所定の標準目
標値となるように、上記圧縮機（31）の起動後に上記制御目標値を次第に低下させる制御
目標値変更動作とを行うように構成されている
ことを特徴とする冷凍装置。
【請求項３】
　圧縮機（31）、膨張機構（34,42,47）、熱源側熱交換器（33）、及び利用側熱交換器（
41,46）が接続され、高圧が冷媒の臨界圧力よりも高い値に設定された冷凍サイクルを行
う冷媒回路（20）と、
　上記圧縮機（31）の制御を行う制御手段（80）とを備え、
　上記利用側熱交換器（41,46）がガスクーラとして動作して上記熱源側熱交換器（33）
が蒸発器として動作する加熱運転を少なくとも行う冷凍装置であって、
　上記制御手段（80）は、
　　上記冷媒回路（20）で行われる冷凍サイクルの高圧を制御パラメータとし、該制御パ
ラメータが制御目標値となるように上記圧縮機（31）の容量を調節する容量制御動作と、
　　上記圧縮機（31）の起動から所定時間が経過した後に上記制御目標値が所定の標準目
標値となるように、上記圧縮機（31）の起動後に上記制御目標値を次第に上昇させる制御
目標値変更動作とを行うように構成されている
ことを特徴とする冷凍装置。
【請求項４】
　圧縮機（31）、膨張機構（34,42,47）、熱源側熱交換器（33）、及び利用側熱交換器（
41,46）が接続され、高圧が冷媒の臨界圧力よりも高い値に設定された冷凍サイクルを行
う冷媒回路（20）と、
　上記圧縮機（31）の制御を行う制御手段（80）とを備える冷凍装置であって、
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　上記制御手段（80）は、
　　上記冷媒回路（20）で行われる冷凍サイクルの動作状態を示す物理量が制御目標値と
なるように、該物理量と制御ゲインとを用いて算出した指令値に基づいて上記圧縮機（31
）の容量を調節する容量制御動作と、
　　上記冷凍装置の負荷が小さくなるほど上記制御ゲインを小さくするゲイン調節動作と
を行うように構成されている
ことを特徴とする冷凍装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高圧が冷媒の臨界圧力よりも高い値に設定された冷凍サイクルを行う冷凍装
置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、冷媒回路で冷媒を循環させて冷凍サイクルを行う冷凍装置が知られている。
特許文献１に開示された冷凍装置では、冷媒回路で行われる冷凍サイクルの高圧が冷媒の
臨界圧力よりも高い値に設定されている。つまり、この冷凍装置の冷媒回路では、いわゆ
る超臨界サイクルが行われる。
【０００３】
　また、特許文献２に開示された空気調和装置では、高圧が冷媒の臨界圧力よりも低い値
に設定される一般的な冷凍サイクルが行われる。この特許文献２の空気調和装置では、圧
縮機の起動と停止の頻度を少なくするために、空気調和装置の運転を制御する際の目標値
を調節している。
【特許文献１】特開２００１－１１６３７６号公報
【特許文献２】特開２００２－０６１９２５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、いわゆる超臨界サイクルを行う冷凍装置においても、冷凍装置の能力を調節
するために圧縮機を発停させる場合がある。例えば、圧縮機が可変容量型の場合であって
も、圧縮機の容量を最小値にしても冷凍装置の能力が負荷に対して大きすぎることがあり
、そのような状況では圧縮機が停止させられる。
【０００５】
　超臨界サイクルでは、一般的な冷凍サイクルに比べて高圧が高くなる。このため、高圧
が冷媒の臨界圧力よりも低い一般的な冷凍サイクルに比べると、超臨界サイクルを行う冷
凍装置では、圧縮機を起動させてから冷凍サイクルの高圧や低圧が適切な値に達するまで
に要する動力が嵩んでしまう。それにも拘わらず、これまでは、超臨界サイクルを行う冷
凍装置において圧縮機の発停頻度を削減するための対策が充分に講じられていなかった。
【０００６】
　本発明は、かかる点に鑑みてなされたものであり、その目的は、いわゆる超臨界サイク
ルを行う冷凍装置において、圧縮機の発停回数を削減して冷凍装置の運転効率を向上させ
ることにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　第１の発明は、圧縮機（31）、膨張機構（34,42,47）、熱源側熱交換器（33）、及び利
用側熱交換器（41,46）が接続され、高圧が冷媒の臨界圧力よりも高い値に設定された冷
凍サイクルを行う冷媒回路（20）と、上記圧縮機（31）及び上記膨張機構（34,42,47）の
制御を行う制御手段（80）とを備える冷凍装置を対象とする。そして、上記制御手段（80
）は、上記冷媒回路（20）で行われる冷凍サイクルの動作状態を示す物理量が制御目標値
となるように、上記圧縮機（31）の容量を調節する容量制御動作と、上記熱源側熱交換器
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（33）及び上記利用側熱交換器（41,46）のうち蒸発器として動作する方から上記圧縮機
（31）へ向かう冷媒の過熱度が過熱度目標値となるように、上記膨張機構（34,42,47）を
通過する冷媒の流量を調節する流量制御動作と、上記容量制御動作によって上記圧縮機（
31）が停止させられたときは、上記過熱度目標値を強制的に引き上げる過熱度目標値変更
動作とを行うように構成されるものである。
【０００８】
　第２の発明は、圧縮機（31）、膨張機構（34,42,47）、熱源側熱交換器（33）、及び利
用側熱交換器（41,46）が接続され、高圧が冷媒の臨界圧力よりも高い値に設定された冷
凍サイクルを行う冷媒回路（20）と、上記圧縮機（31）の制御を行う制御手段（80）とを
備え、上記熱源側熱交換器（33）がガスクーラとして動作して上記利用側熱交換器（41,4
6）が蒸発器として動作する冷却運転を少なくとも行う冷凍装置を対象とする。そして、
上記制御手段（80）は、上記利用側熱交換器（41,46）での冷媒の蒸発温度または上記冷
媒回路（20）で行われる冷凍サイクルの低圧を制御パラメータとし、該制御パラメータが
制御目標値となるように上記圧縮機（31）の容量を調節する容量制御動作と、上記圧縮機
（31）の起動から所定時間が経過した後に上記制御目標値が所定の標準目標値となるよう
に、上記圧縮機（31）の起動後に上記制御目標値を次第に低下させる制御目標値変更動作
とを行うように構成されるものである。
【０００９】
　第３の発明は、圧縮機（31）、膨張機構（34,42,47）、熱源側熱交換器（33）、及び利
用側熱交換器（41,46）が接続され、高圧が冷媒の臨界圧力よりも高い値に設定された冷
凍サイクルを行う冷媒回路（20）と、上記圧縮機（31）の制御を行う制御手段（80）とを
備え、上記利用側熱交換器（41,46）がガスクーラとして動作して上記熱源側熱交換器（3
3）が蒸発器として動作する加熱運転を少なくとも行う冷凍装置を対象とする。そして、
上記制御手段（80）は、上記冷媒回路（20）で行われる冷凍サイクルの高圧を制御パラメ
ータとし、該制御パラメータが制御目標値となるように上記圧縮機（31）の容量を調節す
る容量制御動作と、上記圧縮機（31）の起動から所定時間が経過した後に上記制御目標値
が所定の標準目標値となるように、上記圧縮機（31）の起動後に上記制御目標値を次第に
上昇させる制御目標値変更動作とを行うように構成されるものである。
【００１０】
　第４の発明は、圧縮機（31）、膨張機構（34,42,47）、熱源側熱交換器（33）、及び利
用側熱交換器（41,46）が接続され、高圧が冷媒の臨界圧力よりも高い値に設定された冷
凍サイクルを行う冷媒回路（20）と、上記圧縮機（31）の制御を行う制御手段（80）とを
備える冷凍装置を対象とする。そして、上記制御手段（80）は、上記冷媒回路（20）で行
われる冷凍サイクルの動作状態を示す物理量が制御目標値となるように、該物理量と制御
ゲインとを用いて算出した指令値に基づいて上記圧縮機（31）の容量を調節する容量制御
動作と、上記冷凍装置の負荷が小さくなるほど上記制御ゲインを小さくするゲイン調節動
作とを行うように構成されるものである。
【００１１】
　第１，第２，第３，第４の各発明では、冷媒回路（20）で冷媒が循環することによって
冷凍サイクルが行われる。その際、圧縮機（31）から吐出される冷媒の圧力は、その冷媒
の臨界圧力よりも高くなっている。また、冷媒回路（20）に設けられた熱源側熱交換器（
33）と利用側熱交換器（41,46）は、その一方がガスクーラとして動作し、他方が蒸発器
として動作する。
【００１２】
　第１の発明において、制御手段（80）は、容量制御動作を行う。この容量制御動作では
、所定の物理量が制御目標値となるように、圧縮機（31）の容量が調節される。制御手段
（80）は、所定の物理量が制御目標値から外れているのに圧縮機（31）の容量をそれ以上
引き下げられない状態になると、圧縮機（31）を停止させる。容量制御動作によって圧縮
機（31）が停止させられると、制御手段（80）は、過熱度目標値変更動作を行い、過熱度
目標値を強制的に引き上げる。その後に圧縮機（31）の運転が再開されると、制御手段（
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80）は、過熱度目標値変更動作によって引き上げられた過熱度目標値を用いて流量制御動
作を行う。つまり、制御手段（80）は、蒸発器として動作する熱交換器（33,41,46）から
圧縮機（31）へ向かう冷媒の過熱度が引き上げられた過熱度目標値となるように、膨張機
構（34,42,47）を通過する冷媒の流量を調節する。
【００１３】
　第１の発明において、膨張機構（34,42,47）は、過熱度目標値が高くなるほど、そこを
通過する冷媒の流量が少なくなるような状態に設定される。圧縮機（31）の容量が同じ場
合で比べると、過熱度目標値が高くなるほど冷媒回路（20）における冷媒の循環量が少な
くなるため、冷凍装置（10）の能力が低くなる。つまり、過熱度目標値が高くなるほど、
冷凍装置（10）の能力の下限値が低くなる。このため、目標過熱度を引き上げる前は制御
手段（80）が圧縮機（31）を停止させざるを得なかった状況においても、目標過熱度を引
き上げた後は圧縮機（31）の運転を継続できる可能性が高くなる。
【００１４】
　第２の発明において、制御手段（80）は、冷却運転中に容量制御動作と制御目標値変更
動作とを行う。この容量制御動作において、制御手段（80）は、利用側熱交換器（41,46
）での冷媒の蒸発温度または冷媒回路（20）で行われる冷凍サイクルの低圧を制御パラメ
ータとし、制御パラメータが制御目標値となるように圧縮機（31）の容量を調節する。制
御手段（80）は、制御パラメータが制御目標値から外れているのに圧縮機（31）の容量を
それ以上引き下げられない状態になると、圧縮機（31）を停止させる。その後に圧縮機（
31）の運転が再開されると、制御手段（80）は、制御目標値変更動作を行う。この制御目
標値変更動作において、制御手段（80）は、圧縮機（31）の運転が再開された時点におけ
る制御目標値を標準目標値よりも高い値に設定し、その時点から所定時間が経過するまで
の間に制御目標値を次第に引き下げて標準目標値に近付けてゆく。その間、容量制御動作
では、制御目標値変更動作によって調節された制御目標値を用いて、圧縮機（31）の容量
調節が行われる。
【００１５】
　ここで、圧縮機（31）が起動された直後は、制御パラメータである冷媒の蒸発温度や冷
凍サイクルの低圧の実測値と標準目標値との差が大きくなっている。このため、圧縮機（
31）が起動された直後において制御目標値が標準目標値のままだと、制御パラメータを標
準目標値にできるだけ早く近付けるために、圧縮機（31）の容量が急激に増大させられる
ことになる。そして、圧縮機（31）の急激な容量増加に伴って冷凍装置（10）の冷却能力
が急激に増大すると、圧縮機（31）が起動してから比較的短時間の間に冷却能力が過剰と
なり、再び圧縮機（31）を停止させざるを得ない状態になってしまう。
【００１６】
　それに対し、第２の発明の制御手段（80）は、圧縮機（31）が起動されてから暫くの間
は制御目標値を標準目標値よりも高い値に設定している。従って、圧縮機（31）が起動さ
れた直後においても、制御パラメータである冷媒の蒸発温度や冷凍サイクルの低圧の実測
値と制御目標値との差は、制御目標値が標準目標値のままである場合に比べて小さくなる
。その結果、圧縮機（31）の起動後における圧縮機（31）の急激な容量増加が抑えられ、
冷凍装置（10）の冷却能力も緩やかに変化することとなる。このため、この発明のように
制御手段（80）が制御目標値を標準目標値よりも高くすると、制御目標値が標準目標値の
ままだと制御手段（80）が圧縮機（31）を停止させざるを得なかった状況においても、圧
縮機（31）の運転を継続できる可能性が高くなる。
【００１７】
　第３の発明において、制御手段（80）は、加熱運転中に容量制御動作と制御目標値変更
動作とを行う。この容量制御動作において、制御手段（80）は、冷媒回路（20）で行われ
る冷凍サイクルの高圧を制御パラメータとし、制御パラメータが制御目標値となるように
圧縮機（31）の容量を調節する。制御手段（80）は、制御パラメータが制御目標値から外
れているのに圧縮機（31）の容量をそれ以上引き下げられない状態になると、圧縮機（31
）を停止させる。その後に圧縮機（31）の運転が再開されると、制御手段（80）は、制御
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目標値変更動作を行う。この制御目標値変更動作において、制御手段（80）は、圧縮機（
31）の運転が再開された時点における制御目標値を標準目標値よりも低い値に設定し、そ
の時点から所定時間が経過するまでの間に制御目標値を次第に引き上げて標準目標値に近
付けてゆく。その間、容量制御動作では、制御目標値変更動作によって調節された制御目
標値を用いて、圧縮機（31）の容量調節が行われる。
【００１８】
　ここで、圧縮機（31）が起動された直後は、制御パラメータである冷凍サイクルの高圧
の実測値と標準目標値との差が大きくなっている。このため、圧縮機（31）が起動された
直後において制御目標値が標準目標値のままだと、制御パラメータを標準目標値にできる
だけ早く近付けるために、圧縮機（31）の容量が急激に増大させられることになる。そし
て、圧縮機（31）の急激な容量増加に伴って冷凍装置（10）の加熱能力が急激に増大する
と、圧縮機（31）が起動してから比較的短時間の間に加熱能力が過剰となり、再び圧縮機
（31）を停止させざるを得ない状態になってしまう。
【００１９】
　それに対し、第３の発明の制御手段（80）は、圧縮機（31）が起動されてから暫くの間
は制御目標値を標準目標値よりも低い値に設定している。従って、圧縮機（31）が起動さ
れた直後においても、制御パラメータである冷凍サイクルの高圧の実測値と制御目標値と
の差は、制御目標値が標準目標値のままである場合に比べて小さくなる。その結果、圧縮
機（31）の起動後における圧縮機（31）の急激な容量増加が抑えられ、冷凍装置（10）の
加熱能力も緩やかに変化することとなる。このため、この発明のように制御手段（80）が
制御目標値を標準目標値よりも低くすると、制御目標値が標準目標値のままだと制御手段
（80）が圧縮機（31）を停止させざるを得なかった状況においても、圧縮機（31）の運転
を継続できる可能性が高くなる。
【００２０】
　第４の発明では、制御手段（80）が容量制御動作と制御目標値変更動作とを行う。この
容量制御動作では、所定の物理量が制御目標値となるように、圧縮機（31）の容量が調節
される。制御手段（80）は、所定の物理量が制御目標値から外れているのに圧縮機（31）
の容量をそれ以上引き下げられない状態になると、圧縮機（31）を停止させる。一方、制
御手段（80）は、ゲイン調節動作を行い、冷凍装置（10）の負荷が小さくなるのに従って
、容量制御動作において用いられる制御ゲインの値を引き下げてゆく。
【００２１】
　ここで、冷凍装置（10）の負荷が小さくなっているにも拘わらず制御ゲインが高いまま
だと、所定の物理量と制御目標値の偏差に基づいて定められる圧縮機（31）の容量の変更
量が大きくなってしまう。その結果、冷凍装置（10）の能力が負荷に対して過剰となり、
圧縮機（31）を停止させざるを得ない状態に陥る可能性が高くなる。
【００２２】
　それに対し、第４の発明の制御手段（80）は、冷凍装置（10）の負荷が小さくなるに従
って制御ゲインの値を引き下げてゆく。その結果、所定の物理量と制御ゲインとを用いて
算出される指令値は、制御ゲインが一定の場合に比べて小さくなる。このため、この発明
のように制御手段（80）が制御ゲインを小さくすると、制御ゲインが一定のままだと制御
手段（80）が圧縮機（31）を停止させざるを得なかった状況においても、圧縮機（31）の
運転を継続できる可能性が高くなる。
【発明の効果】
【００２３】
　上述したように、上記第１の発明では、過熱度目標値を高くして冷凍装置（10）の能力
の下限値を低下させることによって、冷凍装置（10）の能力が負荷に対して過剰になった
ことに起因して圧縮機（31）が停止する可能性を低減している。また、上記第２の発明で
は、圧縮機（31）の起動直後に冷却運転中の制御パラメータを高めに設定することで、冷
凍装置（10）の冷却能力が負荷に対して過剰になったことに起因して圧縮機（31）が停止
する可能性を低減している。また、上記第３の発明では、圧縮機（31）の起動直後に加熱
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運転中の制御パラメータを低めに設定することで、冷凍装置（10）の加熱能力が負荷に対
して過剰になったことに起因して圧縮機（31）が停止する可能性を低減している。また、
上記第４の発明では、冷凍装置（10）の負荷が小さい時は制御ゲインを小さめに設定する
ことで、冷凍装置（10）の能力が負荷に対して過剰になったことに起因して圧縮機（31）
が停止する可能性を低減している。
【００２４】
　このように、本発明によれば、いわゆる超臨界サイクルを行う冷凍装置（10）において
、冷凍装置（10）の能力が負荷に対して過剰になったことに起因して圧縮機（31）が停止
する可能性を低減させることができる。つまり、“圧縮機（31）を起動させてから冷凍サ
イクルの高圧や低圧が適切な値に達するまでに要する動力が嵩む”という特性を有する超
臨界サイクルを行う冷凍装置（10）において、能力調節のために圧縮機（31）が発停する
回数を削減することができる。従って、本発明によれば、能力調節のための圧縮機（31）
の発停回数を削減することで、冷凍装置（10）の運転中に消費される動力を削減でき、冷
凍装置（10）の運転効率を向上させることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２５】
　以下、本発明の実施形態を図面に基づいて詳細に説明する。以下で説明する各実施形態
は、冷凍装置によって構成された空調機（10）である。
【００２６】
　《発明の実施形態１》
　図１に示すように、本実施形態の空調機（10）は、１台の室外ユニット（11）と、２台
の室内ユニット（12,13）とを備えている。室外ユニット（11）は、屋外に設置されてい
る。各室内ユニット（12,13）は、屋内に設置されている。なお、ここに示す室外ユニッ
ト（11）や室内ユニット（12,13）の台数は、単なる例示である。また、この空調機（10
）は、主コントローラ（60）と副コントローラ（70a,70b）とを備えている。主コントロ
ーラ（60）と副コントローラ（70a,70b）は、制御手段（80）を構成している。
【００２７】
　本実施形態の空調機（10）では、室外ユニット（11）の室外回路（30）と、各室内ユニ
ット（12,13）の室内回路（40,45）とを液側連絡配管（21）及びガス側連絡配管（22）で
接続することによって冷媒回路（20）が形成されている。この冷媒回路（20）には、二酸
化炭素（ＣＯ2）が冷媒として充填されている。また、この冷媒回路（20）で行われる冷
凍サイクルでは、その高圧が冷媒である二酸化炭素の臨界圧力よりも高い値に設定されて
いる。
【００２８】
　室外ユニット（11）には、１つの室外回路（30）が収容されている。室外回路（30）に
は、圧縮機（31）と、四方切換弁（32）と、熱源側熱交換器である室外熱交換器（33）と
、膨張機構である室外膨張弁（34）と、レシーバ（35）と、液側閉鎖弁（36）と、ガス側
閉鎖弁（37）とが設けられている。また、室外ユニット（11）には、室外熱交換器（33）
へ室外空気を送るための室外ファン（16）が設けられている。
【００２９】
　室外回路（30）において、圧縮機（31）は、その吐出側が四方切換弁（32）の第１のポ
ートに接続され、その吸入側が四方切換弁（32）の第２のポートに接続されている。室外
熱交換器（33）は、そのガス側端が四路切換弁の第３のポートに接続され、その液側端が
室外膨張弁（34）の一端に接続されている。室外膨張弁（34）の他端は、レシーバ（35）
を介して液側閉鎖弁（36）に接続されている。四方切換弁（32）の第４のポートはガス側
閉鎖弁（37）に接続されている。
【００３０】
　各室内ユニット（12,13）には、室内回路（40,45）が１つずつ収容されている。各室内
回路（40,45）には、利用側熱交換器である室内熱交換器（41,46）と、膨張機構である室
内膨張弁（42,47）とが１つずつ接続されている。各室内回路（40,45）では、室内熱交換
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器（41,46）と室内膨張弁（42,47）が直列に配置されている。また、各室内ユニット（12
,13）には、室内熱交換器（41,46）へ室内空気を送るための室内ファン（17,18）が１つ
ずつ設けられている。
【００３１】
　冷媒回路（20）において、液側連絡配管（21）は、その一端が液側閉鎖弁（36）に接続
されている。液側連絡配管（21）の他端は、二手に分岐されて各室内回路（40,45）の室
内膨張弁（42,47）側の端部に接続されている。一方、ガス側連絡配管（22）は、その一
端がガス側閉鎖弁（37）に接続されている。ガス側連絡配管（22）の他端は、二手に分岐
されて各室内回路（40,45）の室内熱交換器（41,46）側の端部に接続されている。つまり
、この冷媒回路（20）では、２つの室内回路（40,45）が１つの室外回路（30）に対して
並列に接続されている。
【００３２】
　圧縮機（31）は、圧縮機構と電動機が１つのケーシング内に収容された全密閉型の圧縮
機である。室外熱交換器（33）と各室内熱交換器（41,46）は、何れも冷媒と空気を熱交
換させるように構成されたフィン・アンド・チューブ型の空気熱交換器である。室外膨張
弁（34）と各室内膨張弁（42,47）は、何れも開度可変の電動膨張弁である。四方切換弁
（32）は、第１のポートと第３のポートが連通し且つ第２のポートと第４のポートが連通
する第１状態（図１に実線で示す状態）と、第１のポートと第４のポートが連通し且つ第
２のポートと第３のポートが連通する第２状態（図１に破線で示す状態）とに切り換わる
。
【００３３】
　室外ユニット（11）には、高圧圧力センサ（51）と、低圧圧力センサ（52）と、吸入温
度センサ（53）と、室外ガス側温度センサ（54）と、外気温センサ（58）とが１つずつ設
けられている。高圧圧力センサ（51）は、冷媒回路（20）における圧縮機（31）の吐出側
と四方切換弁（32）の第１のポートとの間に接続され、圧縮機（31）から吐出された冷媒
の圧力を計測する。低圧圧力センサ（52）は、冷媒回路（20）における圧縮機（31）の吸
入側と四方切換弁（32）の第２のポートとの間に接続され、圧縮機（31）へ吸入される冷
媒の圧力を計測する。吸入温度センサ（53）は、冷媒回路（20）における圧縮機（31）の
吸入側と四方切換弁（32）の第２のポートとの間に設けられ、圧縮機（31）へ吸入される
冷媒の温度を計測する。室外ガス側温度センサ（54）は、室外回路（30）のうち室外熱交
換器（33）のガス側の端部の近傍に設けられ、そこを通過する冷媒の温度を計測する。外
気温センサ（58）は、室外熱交換器（33）を通過する前の室外空気の温度を計測する。
【００３４】
　各室内ユニット（12,13）には、室内温度センサ（55a,55b）と、室内ガス側温度センサ
（56,56b）と室内液側温度センサ（57,57b）とが１つずつ設けられている。室内温度セン
サ（55a,55b）は、室内熱交換器（41,46）を通過する前の室内空気の温度を計測する。室
内ガス側温度センサ（56,56b）は、各室内回路（40,45）のうち室内熱交換器（41,46）の
室内膨張弁（42,47）とは逆側の端部の近傍に設けられ、そこを通過する冷媒の温度を計
測する。室内液側温度センサ（57,57b）は、各室内回路（40,45）のうち室内熱交換器（4
1,46）の室内膨張弁（42,47）側の端部の近傍に設けられ、そこを通過する冷媒の温度を
計測する。
【００３５】
　主コントローラ（60）は、室外ユニット（11）に設置されている。図２に示すように、
主コントローラ（60）には、低圧目標値設定部（61）と、高圧目標値設定部（62）と、圧
縮機制御部（63）と、室外膨張弁制御部（64）と、過熱度目標値変更部（65）とが設けら
れている。主コントローラ（60）には、高圧圧力センサ（51）、低圧圧力センサ（52）、
吸入温度センサ（53）、室外ガス側温度センサ（54）、各室内温度センサ（55a,55b）、
及び外気温センサ（58）の計測値が入力される。
【００３６】
　副コントローラ（70a,70b）は、各室内ユニット（12,13）に一つずつ設置されている。
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図２に示すように、各副コントローラ（70a,70b）には、室内膨張弁制御部（71a,71b）が
設けられている。各副コントローラ（70a,70b）には、低圧圧力センサ（52）の計測値が
入力される。また、各副コントローラ（70a,70b）には、それぞれと同じ室内ユニット（1
2,13）に設置された室内ガス側温度センサ（56,56b）及び室内液側温度センサ（57,57b）
の計測値が入力される。
【００３７】
　主コントローラ（60）及び副コントローラ（70a,70b）は、各センサから入力された計
測値を用いて空調機（10）の運転を制御する。主コントローラ（60）と副コントローラ（
70a,70b）が行う制御動作の詳細は、後述する。
【００３８】
　　－空調機の運転動作－
　本実施形態の空調機（10）は、冷却運転である冷房運転と、加熱運転である暖房運転を
選択的に行う。冷房運転と暖房運転の切り換えは、四方切換弁（32）を操作することによ
って行われる。
【００３９】
　　　〈冷房運転〉
　冷房運転中の空調機（10）の動作を説明する。冷房運転時には、四方切換弁（32）が第
１状態（図１に実線で示す状態）に設定される。また、冷房運転時には、室外膨張弁（34
）が全開に設定され、各室内膨張弁（42,47）の開度が適宜調節される。
【００４０】
　冷媒回路（20）では、冷媒が循環して冷凍サイクルが行われる。冷房運転時の冷媒回路
（20）では、室外熱交換器（33）がガスクーラとして動作し、各室内熱交換器（41,46）
が蒸発器として動作する。
【００４１】
　具体的に、圧縮機（31）から吐出された超臨界状態の冷媒は、四方切換弁（32）を通っ
て室外熱交換器（33）へ送られ、室外空気へ放熱する。室外熱交換器（33）から流出した
冷媒は、室外膨張弁（34）とレシーバ（35）を通って液側連絡配管（21）へ流入し、その
後に各室内回路（40,45）へ分配される。
【００４２】
　各室内回路（40,45）へ流入した冷媒は、室内膨張弁（42,47）を通過する際に減圧され
て気液二相状態となり、その後に室内熱交換器（41,46）で室内空気から吸熱して蒸発す
る。各室内ユニット（12,13）は、室内熱交換器（41,46）で冷却された室内空気を室内へ
供給する。各室内熱交換器（41,46）を通過した冷媒は、ガス側連絡配管（22）へ流れ込
んで合流し、その後に四方切換弁（32）を通って圧縮へ吸入される。圧縮機（31）は、吸
入した冷媒を圧縮してから吐出する。
【００４３】
　　　〈暖房運転〉
　暖房運転中の空調機（10）の動作を説明する。暖房運転時には、四方切換弁（32）が第
２状態（図１に破線で示す状態）に設定される。また、暖房運転時には、室外膨張弁（34
）及び各室内膨張弁（42,47）の開度が適宜調節される。
【００４４】
　冷媒回路（20）では、冷媒が循環して冷凍サイクルが行われる。暖房運転時の冷媒回路
（20）では、各室内熱交換器（41,46）がガスクーラとして動作し、室外熱交換器（33）
が蒸発器として動作する。
【００４５】
　具体的に、圧縮機（31）から吐出された超臨界状態の冷媒は、四方切換弁（32）を通っ
てガス側連絡配管（22）へ流入し、その後に各室内回路（40,45）へ分配される。各室内
回路（40,45）へ流入した冷媒は、室内熱交換器（41,46）で室内空気へ放熱する。各室内
ユニット（12,13）は、室内熱交換器（41,46）で加熱された室内空気を室内へ供給する。
室内熱交換器（41,46）から流出した冷媒は、室内膨張弁（42,47）を通過後に液側連絡配
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管（21）へ流入し、その後に室外回路（30）へ流入する。
【００４６】
　室外回路（30）へ流入した冷媒は、レシーバ（35）を通過後に室外膨張弁（34）へ送ら
れ、室外膨張弁（34）を通過する際に減圧されて気液二相状態となる。室外膨張弁（34）
を通過した冷媒は、室外熱交換器（33）へ送られ、室外空気から吸熱して蒸発する。室外
熱交換器（33）から流出した冷媒は、四方切換弁（32）を通って圧縮機（31）へ吸入され
る。圧縮機（31）は、吸入した冷媒を圧縮してから吐出する。
【００４７】
　　－主コントローラおよび副コントローラの動作－
　上述したように、主コントローラ（60）及び副コントローラ（70a,70b）は、各センサ
から入力された計測値を用いて空調機（10）の運転制御を行う。
【００４８】
　　　〈冷房運転〉
　冷房運転中における主コントローラ（60）及び副コントローラ（70a,70b）の動作につ
いて説明する。冷房運転中において、主コントローラ（60）では、低圧目標値設定部（61
）と圧縮機制御部（63）と過熱度目標値変更部（65）とが動作を行う、また、主コントロ
ーラ（60）では、室外膨張弁制御部（64）が室外膨張弁（34）の開度を全開に保持する動
作だけを行い、高圧目標値設定部（62）が休止する。更に、各副コントローラ（70a,70b
）では、それぞれの室内膨張弁制御部（71a,71b）が動作を行う。
【００４９】
　各副コントローラ（70a,70b）の室内膨張弁制御部（71a,71b）は、対応する室内ユニッ
ト（12,13）に設けられた室内膨張弁（42,47）の開度調節を行う。つまり、第１の室内ユ
ニット（12）において、副コントローラ（70a）の室内膨張弁制御部（71a）は、第１の室
内熱交換器（41）の出口における冷媒の過熱度が所定の過熱度目標値となるように、第１
の室内膨張弁（42）の開度を調節する。また、第２の室内ユニット（13）において、副コ
ントローラ（70b）の室内膨張弁制御部（71b）は、第２の室内熱交換器（46）の出口にお
ける冷媒の過熱度が所定の過熱度目標値となるように、第２の室内膨張弁（47）の開度を
調節する。
【００５０】
　各室内膨張弁制御部（71a,71b）が行う制御動作について、詳細に説明する。室内膨張
弁制御部（71a,71b）は、対応する室内ユニット（12,13）に設けられた室内ガス側温度セ
ンサ（56,56b）の検出値から、低圧圧力センサ（52）の検出値における冷媒の飽和温度を
差し引くことによって、対応する室内ユニット（12,13）に設けられた室内熱交換器（41,
46）の出口における冷媒の過熱度を算出する。そして、この過熱度の算出値が過熱度目標
値となるように、対応する室内ユニット（12,13）に設けられた室内膨張弁（42,47）の開
度を調節する。室内膨張弁制御部（71a,71b）による室内膨張弁（42,47）の開度制御は、
ＰＩＤ制御等の一般的なフィードバック制御によって行われる。
【００５１】
　具体的に、室内膨張弁制御部（71a,71b）は、過熱度の算出値が過熱度目標値よりも小
さい場合は、室内熱交換器（41,46）の出口における冷媒の過熱度を大きくするために、
室内膨張弁（42,47）の開度を絞って室内熱交換器（41,46）を通過する冷媒の流量を減少
させる。また、室内膨張弁制御部（71a,71b）は、過熱度の算出値が過熱度目標値よりも
大きい場合は、室内熱交換器（41,46）の出口における冷媒の過熱度を小さくするために
、室内膨張弁（42,47）の開度を拡大して室内熱交換器（41,46）を通過する冷媒の流量を
増加させる。なお、室内膨張弁制御部（71a,71b）において、過熱度目標値は、過熱度目
標値変更部（65）によって変更される場合を除き、一定の標準値（例えば５℃）に設定さ
れている。
【００５２】
　低圧目標値設定部（61）は、低圧目標値設定動作を行うように構成されている。この低
圧目標値設定動作では、冷凍サイクルの低圧の目標値である低圧目標値が、冷房運転時の
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室内ユニット（12,13）における冷房負荷に応じた値に設定される。
【００５３】
　具体的に、低圧目標値設定部（61）は、各室内温度センサ（55a,55b）の計測値や冷房
時の室内設定温度等に基づき、室内ユニット（12,13）における冷房能力の過不足を判断
する。そして、低圧目標値設定部（61）は、室内ユニット（12,13）における冷房能力が
不足していると判断した場合は、冷房能力を増大させるために低圧目標値を引き下げる。
また、低圧目標値設定部（61）は、室内ユニット（12,13）における冷房能力が過剰であ
ると判断した場合は、冷房能力を減少させるために低圧目標値を引き上げる。
【００５４】
　圧縮機制御部（63）は、容量制御動作を行うように構成されている。この容量制御動作
では、低圧圧力センサ（52）の計測値（即ち、冷凍サイクルの低圧の実測値）が低圧目標
値となるように、圧縮機（31）の運転容量が調節される。つまり、圧縮機制御部（63）は
、制御パラメータとして冷凍サイクルの低圧を用い、その制御パラメータが低圧目標値と
なるように圧縮機（31）の運転容量を調節する。
【００５５】
　具体的に、圧縮機制御部（63）は、圧縮機（31）の電動機へ供給される交流の周波数を
変更し、電動機で駆動される圧縮機構の回転速度を変化させることによって圧縮機（31）
の運転容量を変化させる。そして、圧縮機制御部（63）は、低圧圧力センサ（52）の計測
値が低圧目標値よりも高い場合は、冷凍サイクルの低圧を低下させるために、圧縮機（31
）の電動機の回転速度を上昇させて圧縮機（31）の運転容量を増加させる。また、圧縮機
制御部（63）は、低圧圧力センサ（52）の計測値が低圧目標値よりも低い場合は、冷凍サ
イクルの低圧を上昇させるために、圧縮機（31）の電動機の回転速度を低下させて圧縮機
（31）の運転容量を減少させる。
【００５６】
　その際、圧縮機制御部（63）は、低圧圧力センサ（52）の計測値と所定の制御ゲインを
用いて、圧縮機（31）の電動機へ供給される交流の周波数の変更量の指令値を算出する。
具体的に、圧縮機制御部（63）では、低圧圧力センサ（52）の計測値と低圧目標値の差が
大きくなるほど、交流周波数の変更量の指令値が大きな値となり、低圧圧力センサ（52）
の計測値と低圧目標値の差が小さくなるほど、交流周波数の変更量の指令値が小さな値と
なる。
【００５７】
　　また、圧縮機制御部（63）は、圧縮機（31）の電動機へ供給される交流の周波数が下
限値に達しているにも拘わらず低圧圧力センサ（52）の計測値が低圧目標値よりも低い状
態が所定時間に亘って継続すると、冷房能力が冷房負荷に対して過剰と判断し、圧縮機（
31）を停止させる。更に、圧縮機制御部（63）は、室内温度センサ（55a,55b）の計測値
と冷房時の室内設定温度等との差がある程度以上に達すると、室内を冷却する必要がある
と判断し、圧縮機（31）を起動させる。
【００５８】
　過熱度目標値変更部（65）は、過熱度目標値変更動作を行うように構成されている。こ
の過熱度目標値変更動作において、過熱度目標値変更部（65）は、圧縮機制御部（63）に
よって圧縮機（31）が停止させられた回数を計数する。そして、過熱度目標値変更部（65
）は、圧縮機制御部（63）によって圧縮機が停止させられた回数が所定の時間内（例えば
１５分以内）に所定の値（例えば２回）に達すると、過熱度目標値を標準値（例えば５℃
）から強制的に引き上げる。過熱度目標値変更部（65）が過熱度目標値を強制的に引き上
げた後において、室内膨張弁制御部（71a,71b）は、標準値から引き上げられた過熱度目
標値を用いて室内膨張弁（42,47）の開度調節を行う。
【００５９】
　ただし、冷房運転中に室内熱交換器（41,46）から流出する冷媒の過熱度が高くなり過
ぎると、圧縮機（31）へ吸入される冷媒の過熱度が高くなり過ぎ、圧縮機（31）から吐出
される冷媒の温度が高くなり過ぎるおそれがある。このため、過熱度目標値変更部（65）
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では、過熱度目標値変更動作による過熱度目標値の引き上げ幅について、圧縮機（31）か
ら吐出される冷媒の温度が高くなり過ぎないように上限値が設定されている。
【００６０】
　　　〈暖房運転〉
　暖房運転中における主コントローラ（60）及び副コントローラ（70a,70b）の動作につ
いて説明する。暖房運転中において、主コントローラ（60）では、高圧目標値設定部（62
）と圧縮機制御部（63）と室外膨張弁制御部（64）と過熱度目標値変更部（65）とが動作
を行い、低圧目標値設定部（61）が休止する。更に、各副コントローラ（70a,70b）では
、それぞれの室内膨張弁制御部（71a,71b）が動作を行う。
【００６１】
　各副コントローラ（70a,70b）の室内膨張弁制御部（71a,71b）は、対応する室内ユニッ
ト（12,13）に設けられた室内膨張弁（42,47）の開度調節を行う。この点は、冷房運転中
における動作と同じである。但し、暖房運転中の室内膨張弁制御部（71a,71b）は、対応
する室内ユニット（12,13）に設けられた室内液側温度センサ（57,57b）の検出値が所定
の目標値となるように、室内膨張弁（42,47）の開度を調節する。つまり、暖房運転中の
室内膨張弁制御部（71a,71b）は、ガスクーラとして動作する室内熱交換器（41,46）の出
口における冷媒の温度が所定の目標値となるように、室内膨張弁（42,47）の開度を調節
する。室内膨張弁制御部（71a,71b）による室内膨張弁（42,47）の開度制御は、ＰＩＤ制
御等の一般的なフィードバック制御によって行われる。
【００６２】
　具体的に、室内膨張弁制御部（71a,71b）は、室内液側温度センサ（57,57b）の検出値
が目標値よりも高い場合は、室内熱交換器（41,46）の出口における冷媒の温度を低下さ
せるために、室内膨張弁（42,47）の開度を絞って室内熱交換器（41,46）を通過する冷媒
の流量を減少させる。また、室内膨張弁制御部（71a,71b）は、室内液側温度センサ（57,
57b）の検出値が目標値よりも低い場合は、室内熱交換器（41,46）の出口における冷媒の
温度を上昇させるために、室内膨張弁（42,47）の開度を拡大して室内熱交換器（41,46）
を通過する冷媒の流量を増加させる。
【００６３】
　高圧目標値設定部（62）は、高圧目標値設定動作を行うように構成されている。この高
圧目標値設定動作では、冷凍サイクルの高圧の目標値である高圧目標値が、暖房運転時の
室内ユニット（12,13）における暖房負荷に応じた値に設定される。
【００６４】
　具体的に、高圧目標値設定部（62）は、各室内温度センサ（55a,55b）の計測値や暖房
時の室内設定温度等に基づき、室内ユニット（12,13）における暖房能力の過不足を判断
する。そして、高圧目標値設定部（62）は、室内ユニット（12,13）における暖房能力が
不足していると判断した場合は、暖房能力を増大させるために高圧目標値を引き上げる。
また、高圧目標値設定部（62）は、室内ユニット（12,13）における暖房能力が過剰であ
ると判断した場合は、暖房能力を減少させるために高圧目標値を引き下げる。
【００６５】
　圧縮機制御部（63）は、容量制御動作を行うように構成されている。この容量制御動作
では、高圧圧力センサ（51）の計測値（即ち、冷凍サイクルの高圧の実測値）が高圧目標
値となるように、圧縮機（31）の運転容量が調節される。つまり、圧縮機制御部（63）は
、制御パラメータとして冷凍サイクルの高圧を用い、その制御パラメータが高圧目標値と
なるように、圧縮機（31）の運転容量を調節する。
【００６６】
　具体的に、圧縮機制御部（63）は、圧縮機（31）の電動機へ供給される交流の周波数を
変更し、電動機で駆動される圧縮機構の回転速度を変化させることによって圧縮機（31）
の運転容量を変化させる。そして、圧縮機制御部（63）は、高圧圧力センサ（51）の計測
値が高圧目標値よりも低い場合は、冷凍サイクルの高圧を上昇させるために、圧縮機（31
）の電動機の回転速度を上昇させて圧縮機（31）の運転容量を増加させる。また、圧縮機
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制御部（63）は、高圧圧力センサ（51）の計測値が高圧目標値よりも高い場合は、冷凍サ
イクルの高圧を低下させるために、圧縮機（31）の電動機の回転速度を低下させて圧縮機
（31）の運転容量を減少させる。
【００６７】
　その際、圧縮機制御部（63）は、高圧圧力センサ（51）の計測値と所定の制御ゲインを
用いて、圧縮機（31）の電動機へ供給される交流の周波数の変更量の指令値を算出する。
具体的に、圧縮機制御部（63）では、高圧圧力センサ（51）の計測値と高圧目標値の差が
大きくなるほど、交流周波数の変更量の指令値が大きな値となり、高圧圧力センサ（51）
の計測値と高圧目標値の差が小さくなるほど、交流周波数の変更量の指令値が小さな値と
なる。
【００６８】
　室外膨張弁制御部（64）は、流量制御動作を行うように構成されている。この流量制御
動作では、暖房運転中に蒸発器として動作する室外熱交換器（33）の出口における冷媒の
過熱度が過熱度目標値となるように、室外膨張弁（34）の開度が調節される。つまり、室
外膨張弁制御部（64）は、室外膨張弁（34）の開度を調節することによって、室外膨張弁
（34）を通過する冷媒の流量を制御する。室外膨張弁制御部（64）による室外膨張弁（34
）の開度制御は、ＰＩＤ制御等の一般的なフィードバック制御によって行われる。
【００６９】
　室外膨張弁制御部（64）は、室外ガス側温度センサ（54）の検出値から、低圧圧力セン
サ（52）の検出値における冷媒の飽和温度を差し引くことによって、室外熱交換器（33）
の出口における冷媒の過熱度を算出する。そして、この過熱度の算出値が過熱度目標値と
なるように、室外膨張弁（34）の開度を調節する。具体的に、室外膨張弁制御部（64）は
、過熱度の算出値が過熱度目標値よりも小さい場合は、室外熱交換器（33）の出口におけ
る冷媒の過熱度を大きくするために、室外膨張弁（34）の開度を絞って室外熱交換器（33
）を通過する冷媒の流量を減少させる。また、室外膨張弁制御部（64）は、過熱度の算出
値が過熱度目標値よりも大きい場合は、室外熱交換器（33）の出口における冷媒の過熱度
を小さくするために、室外膨張弁（34）の開度を拡大して室外熱交換器（33）を通過する
冷媒の流量を増加させる。
【００７０】
　過熱度目標値変更部（65）は、過熱度目標値変更動作を行うように構成されている。つ
まり、冷房運転中と同様に、過熱度目標値変更部（65）は、圧縮機制御部（63）によって
圧縮機が停止させられた回数が所定の時間内に所定の値に達すると、過熱度目標値を標準
値（例えば５℃）から強制的に引き上げる。過熱度目標値変更部（65）が過熱度目標値を
強制的に引き上げた後において、室外膨張弁制御部（64）は、標準値から引き上げられた
過熱度目標値を用いて室外膨張弁（34）の開度調節を行う。
【００７１】
　ただし、暖房運転中に室外熱交換器（33）から流出する冷媒の過熱度が高くなり過ぎる
と、圧縮機（31）へ吸入される冷媒の過熱度が高くなり過ぎ、圧縮機（31）から吐出され
る冷媒の温度が高くなり過ぎるおそれがある。このため、過熱度目標値変更部（65）では
、過熱度目標値変更動作による過熱度目標値の引き上げ幅について、圧縮機（31）から吐
出される冷媒の温度が高くなり過ぎないように上限値が設定されている。
【００７２】
　　－実施形態１の効果－
　本実施形態において、主コントローラ（60）の過熱度目標値変更部（65）は、空調機（
10）の能力が過剰となって圧縮機制御部（63）が圧縮機（31）を停止させる頻度が高くな
ると、過熱度目標値を標準値から強制的に引き上げる。そして、冷房運転中には、副コン
トローラ（70a,70b）の室内膨張弁制御部（71a,71b）が、室内熱交換器（41,46）から圧
縮機（31）へ向かう冷媒の過熱度が引き上げられた過熱度目標値となるように、室内膨張
弁（42,47）の開度を調節する。また、暖房運転中には、主コントローラ（60）の室外膨
張弁制御部（64）が、室外熱交換器（33）から圧縮機（31）へ向かう冷媒の過熱度が引き
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上げられた過熱度目標値となるように、室外膨張弁（34）の開度を調節する。
【００７３】
　ここで、蒸発器へ送られる空気の温度や流量が一定と仮定すると、蒸発器の出口におけ
る冷媒の過熱度は、蒸発器を通過する冷媒の流量が少なくなるほど高くなる。従って、室
内膨張弁（42,47）や室外膨張弁（34）は、過熱度目標値が高くなるほど、その開度が小
さくなる。つまり、室内膨張弁（42,47）や室外膨張弁（34）は、そこを通過する冷媒の
流量が少なくなるような状態（即ち、その開度が小さめに設定された状態）となる。この
ため、圧縮機（31）に設けられた圧縮機構の回転速度が同じ場合で比べると、過熱度目標
値が高くなるほど冷媒回路（20）における冷媒の循環量が少なくなり、その結果、空調機
（10）の能力が低くなる。
【００７４】
　つまり、過熱度目標値が高くなるほど、空調機（10）の能力の下限値が低くなる。この
ため、目標過熱度を引き上げる前は圧縮機制御部（63）が圧縮機（31）を停止させざるを
得なかった状況においても、目標過熱度を引き上げた後は圧縮機（31）の運転を継続でき
る可能性が高くなる。
【００７５】
　このように、本実施形態によれば、いわゆる超臨界サイクルを行う空調機（10）におい
て、空調機（10）の能力が負荷に対して過剰になったことに起因して圧縮機（31）が停止
する可能性を低減させることができる。つまり、“圧縮機（31）を起動させてから冷凍サ
イクルの高圧や低圧が適切な値に達するまでに要する動力が嵩む”という特性を有する超
臨界サイクルを行う空調機（10）において、能力調節のために圧縮機（31）が発停する回
数を削減することができる。従って、本実施形態によれば、能力調節のための圧縮機（31
）の発停回数を削減することで、空調機（10）の運転中に消費される動力を削減でき、空
調機（10）の運転効率を向上させることができる。
【００７６】
　《発明の実施形態２》
　本発明の実施形態２について説明する。本実施形態は、上記実施形態１の空調機（10）
において、主コントローラ（60）の構成を変更したものである。
【００７７】
　図３に示すように、本実施形態の主コントローラ（60）には、上記実施形態１の過熱度
目標値変更部（65）に代えて、制御目標値変更部（66）が設けられている。なお、本実施
形態の主コントローラ（60）において、低圧目標値設定部（61）、高圧目標値設定部（62
）、圧縮機制御部（63）、及び室外膨張弁制御部（64）の動作は、上記実施形態１におけ
る動作と同様である。
【００７８】
　制御目標値変更部（66）は、制御目標値変更動作を行うように構成されている。この制
御目標値変更動作において、制御目標値変更部（66）は、圧縮機制御部（63）によって圧
縮機（31）が停止させられた回数を計数する。そして、制御目標値変更部（66）は、圧縮
機制御部（63）によって圧縮機が停止させられた回数が所定の時間内（例えば１５分以内
）に所定の値（例えば２回）に達すると、圧縮機制御部（63）で用いられる制御目標値を
強制的に変更する。
【００７９】
　　　〈冷房運転中の動作〉
　冷房運転中において、制御目標値変更部（66）は、低圧目標値を強制的に変更する動作
を、制御目標値変更動作として行う。具体的に、制御目標値変更部（66）は、圧縮機制御
部（63）によって圧縮機が停止させられた回数が所定の時間内に所定回数に達すると、圧
縮機制御部（63）で用いられる低圧目標値を、低圧目標値設定部（61）で決定された値で
ある標準目標値から引き上げる。そして、その後に圧縮機（31）が起動された時点におい
て、圧縮機制御部（63）は、制御目標値変更部（66）によって引き上げられた低圧目標値
を用いて、圧縮機（31）の運転容量を調節する。また、圧縮機制御部（63）は、圧縮機（
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31）の起動時から所定時間（例えば４分間）が経過した時点で低圧目標値が標準目標値と
なるように、低圧目標値の値を徐々に引き下げてゆく。
【００８０】
　ここで、圧縮機（31）が起動された直後は、低圧圧力センサ（52）の計測値と標準目標
値との差が大きくなっている。このため、圧縮機（31）が起動された直後において低圧目
標値が標準目標値のままだと、低圧圧力センサ（52）の計測値を標準目標値にできるだけ
早く近付けるために、圧縮機（31）の容量が急激に増大させられることになる。そして、
圧縮機（31）の急激な容量増加に伴って空調機（10）の冷房能力が急激に増大すると、圧
縮機（31）が起動してから比較的短時間の間に室内の気温が設定温度を下回り、再び圧縮
機（31）を停止させざるを得ない状態になってしまう。
【００８１】
　それに対し、本実施形態の制御目標値変更部（66）は、圧縮機（31）が起動されてから
暫くの間は低圧目標値を標準目標値よりも高い値に設定している。従って、圧縮機（31）
が起動された直後においても、低圧圧力センサ（52）の計測値と低圧目標値との差は、低
圧目標値が標準目標値のままである場合に比べて小さくなる。その結果、圧縮機（31）の
起動後における圧縮機（31）の急激な容量増加が抑えられ、空調機（10）の冷房能力も緩
やかに変化することとなる。このため、本実施形態のように制御目標値変更部（66）が低
圧目標値を標準目標値よりも高くすると、低圧目標値が標準目標値のままだと圧縮機制御
部（63）が圧縮機（31）を停止させざるを得なかった状況においても、圧縮機（31）の運
転を継続できる可能性が高くなる。
【００８２】
　　　〈暖房運転中の動作〉
　暖房運転中において、制御目標値変更部（66）は、高圧目標値を強制的に変更する動作
を、制御目標値変更動作として行う。具体的に、制御目標値変更部（66）は、圧縮機制御
部（63）によって圧縮機が停止させられた回数が所定の時間内に所定回数に達すると、圧
縮機制御部（63）で用いられる高圧目標値を、高圧目標値設定部（62）で決定された値で
ある標準目標値から引き下げる。そして、その後に圧縮機（31）が起動された時点におい
て、圧縮機制御部（63）は、制御目標値変更部（66）によって引き下げられた高圧目標値
を用いて、圧縮機（31）の運転容量を調節する。また、圧縮機制御部（63）は、圧縮機（
31）の起動時から所定時間（例えば４分間）が経過した時点で高圧目標値が標準目標値と
なるように、高圧目標値の値を徐々に引き上げてゆく。
【００８３】
　ここで、圧縮機（31）が起動された直後は、高圧圧力センサ（51）の計測値と標準目標
値との差が大きくなっている。このため、圧縮機（31）が起動された直後において高圧目
標値が標準目標値のままだと、高圧圧力センサ（51）の計測値を標準目標値にできるだけ
早く近付けるために、圧縮機（31）の容量が急激に増大させられることになる。そして、
圧縮機（31）の急激な容量増加に伴って空調機（10）の暖房能力が急激に増大すると、圧
縮機（31）が起動してから比較的短時間の間に室内の気温が設定温度を上回り、再び圧縮
機（31）を停止させざるを得ない状態になってしまう。
【００８４】
　それに対し、本実施形態の制御目標値変更部（66）は、圧縮機（31）が起動されてから
暫くの間は高圧目標値を標準目標値よりも低い値に設定している。従って、圧縮機（31）
が起動された直後においても、高圧圧力センサ（51）の計測値と高圧目標値との差は、高
圧目標値が標準目標値のままである場合に比べて小さくなる。その結果、圧縮機（31）の
起動後における圧縮機（31）の急激な容量増加が抑えられ、空調機（10）の暖房能力も緩
やかに変化することとなる。このため、本実施形態のように制御目標値変更部（66）が高
圧目標値を標準目標値よりも低くすると、高圧目標値が標準目標値のままだと圧縮機制御
部（63）が圧縮機（31）を停止させざるを得なかった状況においても、圧縮機（31）の運
転を継続できる可能性が高くなる。
【００８５】
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　　－実施形態２の効果－
　本実施形態によれば、いわゆる超臨界サイクルを行う空調機（10）において、空調機（
10）の能力が負荷に対して過剰になったことに起因して圧縮機（31）が停止する可能性を
低減させることができる。従って、本実施形態によれば、上記実施形態１と同様に、能力
調節のための圧縮機（31）の発停回数を削減することで、空調機（10）の運転中に消費さ
れる動力を削減でき、空調機（10）の運転効率を向上させることができる。
【００８６】
　　－実施形態２の変形例－
　本実施形態の圧縮機制御部（63）は、冷房運転時の制御パラメータとして、蒸発器とし
て動作する室内熱交換器（41,46）における冷媒の蒸発温度を用いるように構成されてい
てもよい。本変形例の主コントローラ（60）では、低圧目標値設定部（61）に代えて、蒸
発温度目標値設定部が設けられる。蒸発温度目標値設定部は、空調機（10）の冷房負荷に
応じて、室内熱交換器（41,46）における冷媒の蒸発温度の目標値を設定する。また、本
変形例の制御目標値変更部（66）は、冷房運転中の制御目標値変更動作として、圧縮機制
御部（63）で用いられる蒸発温度目標値を、蒸発温度目標値設定部で決定された値である
標準目標値から引き上げると共に、圧縮機（31）の起動時から所定時間が経過した時点で
蒸発温度目標値が標準目標値となるように、蒸発温度目標値の値を徐々に引き下げてゆく
。
【００８７】
　《発明の実施形態３》
　本発明の実施形態３について説明する。本実施形態は、上記実施形態１の空調機（10）
において、主コントローラ（60）の構成を変更したものである。
【００８８】
　図４に示すように、本実施形態の主コントローラ（60）には、上記実施形態１の過熱度
目標値変更部（65）に代えて、ゲイン調節部（67）が設けられている。なお、本実施形態
の主コントローラ（60）において、低圧目標値設定部（61）、高圧目標値設定部（62）、
圧縮機制御部（63）、及び室外膨張弁制御部（64）の動作は、上記実施形態１における動
作と同様である。
【００８９】
　ゲイン調節部（67）は、ゲイン調節動作を行うように構成されている。このゲイン調節
動作において、ゲイン調節部（67）は、外気温センサ（58）の計測値（即ち、外気温の実
測値）と室内の設定温度との差に応じて、圧縮機制御部（63）で用いられる制御ゲインを
調節する。
【００９０】
　冷房運転中において、ゲイン調節部（67）は、外気温センサ（58）の計測値と室内の設
定温度とを比較する。冷房運転中には、外気温センサ（58）の計測値から室内の設定温度
を差し引いた値が小さくなるにつれて、室内の冷房負荷が小さくなる。そこで、ゲイン調
節部（67）は、外気温センサ（58）の計測値から室内の設定温度を差し引いた値が小さく
なるほど、圧縮機制御部（63）で用いられる制御ゲインを小さな値に設定する。
【００９１】
　冷房運転中において、本実施形態の圧縮機制御部（63）は、ゲイン調節部（67）によっ
て設定された小さな値の制御ゲインを用いて、圧縮機（31）の容量調節を行う。具体的に
、圧縮機制御部（63）は、低圧圧力センサ（52）の計測値と低圧目標値の差と制御ゲイン
とを用いて、圧縮機（31）の電動機へ供給される交流の周波数の変更量の指令値を算出す
る。低圧圧力センサ（52）の計測値と低圧目標値の差が同じ場合で比較すると、圧縮機制
御部（63）では、制御ゲインの値が小さくなるほど、交流周波数の変更量の指令値が小さ
くなる。
【００９２】
　暖房運転中においても、ゲイン調節部（67）は、外気温センサ（58）の計測値と室内の
設定温度とを比較する。暖房運転中には、室内の設定温度から外気温センサ（58）の計測
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値を差し引いた値が小さくなるにつれて、室内の暖房負荷が小さくなる。そこで、ゲイン
調節部（67）は、室内の設定温度から外気温センサ（58）の計測値を差し引いた値が小さ
くなるほど、圧縮機制御部（63）で用いられる制御ゲインを小さな値に設定する。
【００９３】
　暖房運転中において、本実施形態の圧縮機制御部（63）は、ゲイン調節部（67）によっ
て設定された小さな値の制御ゲインを用いて、圧縮機（31）の容量調節を行う。具体的に
、圧縮機制御部（63）は、高圧圧力センサ（51）の計測値と高圧目標値の差と制御ゲイン
とを用いて、圧縮機（31）の電動機へ供給される交流の周波数の変更量の指令値を算出す
る。高圧圧力センサ（51）の計測値と高圧目標値の差が同じ場合で比較すると、圧縮機制
御部（63）では、制御ゲインの値が小さくなるほど、交流周波数の変更量の指令値が小さ
くなる。
【００９４】
　ここで、空調機（10）の負荷が小さくなっているにも拘わらず圧縮機制御部（63）で用
いられる制御ゲインが大きいままだと、低圧圧力センサ（52）の計測値と低圧目標値の差
、あるいは高圧圧力センサ（51）の計測値と高圧目標値の差に基づいて定められる交流周
波数の変更量の指令値が大きくなってしまう。その結果、空調機（10）の能力が負荷に対
して過剰となり、圧縮機（31）を停止させざるを得ない状態に陥る可能性が高くなる。
【００９５】
　それに対し、本実施形態のゲイン調節部（67）は、空調機（10）の負荷が小さくなるに
従って制御ゲインの値を引き下げてゆく。その結果、低圧圧力センサ（52）や高圧圧力セ
ンサ（51）の計測値と制御ゲインとを用いて算出される指令値は、制御ゲインが一定の場
合に比べて小さくなる。従って、本実施形態のようにゲイン調節部（67）が制御ゲインを
低くすると、制御ゲインが一定のままだと圧縮機制御部（63）が圧縮機（31）を停止させ
ざるを得なかった状況においても、圧縮機（31）の運転を継続できる可能性が高くなる。
【００９６】
　　－実施形態３の効果－
　本実施形態によれば、いわゆる超臨界サイクルを行う空調機（10）において、空調機（
10）の能力が負荷に対して過剰になったことに起因して圧縮機（31）が停止する可能性を
低減させることができる。従って、本実施形態によれば、上記実施形態１と同様に、能力
調節のための圧縮機（31）の発停回数を削減することで、空調機（10）の運転中に消費さ
れる動力を削減でき、空調機（10）の運転効率を向上させることができる。
【００９７】
　《その他の実施形態》
　上記各実施形態の空調機（10）の冷媒回路（20）には、室外膨張弁（34）に代えて、ロ
ータリ式流体機械やスクロール式流体機械等で構成された膨張機が設けられていてもよい
。本変形例の冷媒回路（20）では、この膨張機が膨張機構を構成する。
【００９８】
　本変形例の主コントローラ（60）には、室外膨張弁制御部（64）に代えて、膨張機制御
部が設けられる。この膨張機制御部は、室外膨張弁制御部（64）と同様に、流量制御動作
を行うように構成される。この流量制御動作では、暖房運転中に蒸発器として動作する室
外熱交換器（33）の出口における冷媒の過熱度が過熱度目標値となるように、膨張機の回
転速度が調節される。つまり、膨張機制御部は、膨張機の回転速度を調節することによっ
て、膨張機を通過する冷媒の流量を制御する。膨張機制御部による膨張機の回転速度制御
は、ＰＩＤ制御等の一般的なフィードバック制御によって行われる。
【００９９】
　具体的に、膨張機制御部は、過熱度の算出値が過熱度目標値よりも小さい場合は、室外
熱交換器（33）の出口における冷媒の過熱度を大きくするために、膨張機の回転速度を低
下させる。膨張機の回転速度が低下すると、膨張機を通過する冷媒の流量が減少し、室外
熱交換器（33）を通過する冷媒の流量も減少する。また、膨張機制御部は、過熱度の算出
値が過熱度目標値よりも大きい場合は、室外熱交換器（33）の出口における冷媒の過熱度
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を小さくするために、膨張機の回転速度を上昇させる。膨張機の回転速度が上昇すると、
膨張機を通過する冷媒の流量が増加し、室外熱交換器（33）を通過する冷媒の流量も増加
する。
【０１００】
　なお、以上の実施形態は、本質的に好ましい例示であって、本発明、その適用物、ある
いはその用途の範囲を制限することを意図するものではない。
【産業上の利用可能性】
【０１０１】
　以上説明したように、本発明は、高圧が冷媒の臨界圧力よりも高い値に設定された冷凍
サイクルを行う冷凍装置について有用である。
【図面の簡単な説明】
【０１０２】
【図１】実施形態１の空調機の概略構成を示す冷媒回路図である。
【図２】実施形態１の主コントローラ及び副コントローラの構成を示すブロック図である
。
【図３】実施形態２の主コントローラの構成を示すブロック図である。
【図４】実施形態３の主コントローラの構成を示すブロック図である。
【符号の説明】
【０１０３】
　10　　空調機（冷凍装置）
　20　　冷媒回路
　31　　圧縮機
　33　　室外熱交換器（熱源側熱交換器）
　34　　室外膨張弁（膨張機構）
　41　　室内熱交換器（利用側熱交換器）
　42　　室内膨張弁（膨張機構）
　46　　室内熱交換器（利用側熱交換器）
　47　　室内膨張弁（膨張機構）
　60　　主コントローラ
　70a 　副コントローラ
　70b 　副コントローラ
　80　　制御手段
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